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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第114期
第２四半期
連結累計期間

第115期
第２四半期
連結累計期間

第114期

会計期間

平成22年
４月１日から
平成22年
９月30日まで

平成23年
４月１日から
平成23年
９月30日まで

平成22年
４月１日から
平成23年
３月31日まで

売上高（百万円） 121,788 125,267 287,196

経常利益（百万円） 6,618 1,590 12,010

四半期（当期）純利益（百万円） 5,600 1,631 9,674

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
5,169 2,020 10,629

純資産額（百万円） 96,569 102,465 101,968

総資産額（百万円） 323,030 342,211 380,248

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
7.05 2.05 12.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
5.92 1.90 10.74

自己資本比率（％） 25.5 25.6 22.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
22,825 7,711 17,136

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△4,764 △2,994 △3,216

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△22,547 △14,315 △9,629

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
47,158 47,160 55,915

　

回次
第114期
第２四半期
連結会計期間

第115期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

平成22年
７月１日から
平成22年
９月30日まで

平成23年
７月１日から
平成23年
９月30日まで

１株当たり四半期純利益金額

（円）
5.25 1.25

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等を含んでいない。

３．第114期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。　

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりである。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

　

　重要な訴訟

　ごみ焼却炉建設工事の入札に関して独占禁止法違反があったとして、前連結会計年度末時点で住民訴訟１件及び発

注者からの損害賠償請求訴訟３件が係属中であったが、当四半期連結会計期間の末日までに、住民訴訟１件及び発注

者からの損害賠償請求訴訟１件が終了した結果、発注者からの損害賠償請求訴訟２件が係属中となった。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はない。　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものである。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における経済情勢は、東日本大震災からの復興が本格化しつつある一方で、ＥＵ諸国

及び米国での長期にわたる金融不安、また為替の円高基調の継続、さらには中国やインドにおける金融引き締めの

影響等、依然として先行き不透明な情勢が続いている。

こうした中で、当社グループは、平成23年度からスタートした３か年の中期経営計画「Hitz Vision」のもと、社

会的存在感のある高収益企業への進化を目指して、事業と経営管理のイノベーションの観点から、伸長分野への経

営資源の重点投入と事業伸長力の強化、収益力の向上、財務体質の強化、新事業・新分野の開発といった重点施策を

鋭意推進している。

　以上のような取り組みを進める中で、当第２四半期連結累計期間の業績については、売上高は前第２四半期連結累

計期間に比べ3,479百万円（2.9％）増加の125,267百万円となった。損益面では、営業利益は、プロセス機器部門及

びインフラ部門の減少により、前第２四半期連結累計期間に比べ3,099百万円（65.7％）減少の1,620百万円となっ

た。経常利益は持分法による投資利益の計上があったものの、営業利益の減少により、前第２四半期連結累計期間に

比べ5,028百万円（76.0％）減少の1,590百万円となった。また、特別利益として訴訟損失引当金戻入益538百万円を

計上し、税金費用等を差し引いた結果、四半期純利益は、前第２四半期連結累計期間に比べ3,969百万円（70.9％）

減少の1,631百万円となった。

　

　セグメント別の業績の概要は次のとおりである。　　

①環境

　前連結会計年度に完全子会社化したHitachi Zosen Inova AGの売上高が当第２四半期連結累計期間に加わって

いること等により、売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ13,563百万円（44.3％）増加の44,166百万円、

セグメント損失は前第２四半期連結累計期間に比べ328百万円改善し、1,796百万円となった。

②プラント

関連する民間需要が低迷している中で、売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ1,554百万円（10.8％）増

加の15,917百万円、セグメント利益は412百万円（前第２四半期連結累計期間はセグメント損失424百万円）と

なった。

③機械

民間設備投資で一部回復が見られたことから、売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ2,269百万円

（8.2％）増加の29,955百万円、セグメント利益は前第２四半期連結累計期間からほぼ横ばいの1,900百万円と

なった。

④プロセス機器

関連する民間需要が低迷し、厳しい受注環境の中で、売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ5,539百万円

（55.8％）減少の4,383百万円、セグメント損失は74百万円（前第２四半期連結累計期間はセグメント利益

2,354百万円）となった。
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⑤インフラ

公共投資の減少等により、売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ3,722百万円（24.0％）減少の11,786百

万円、セグメント損失は1,627百万円（前第２四半期連結累計期間はセグメント利益990百万円）となった。

⑥精密機械

前第２四半期連結累計期間の大口工事の売上進捗の反動等により、売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ

5,101百万円（26.5％）減少の14,167百万円、セグメント利益は前第２四半期連結累計期間に比べ534百万円

（31.5％）増加し、2,230百万円となった。

⑦その他

売上高は前第２四半期連結累計期間に比べ455百万円（10.3％）増加の4,890百万円、セグメント利益は前第２

四半期連結累計期間に比べ247百万円（83.7％）増加の542百万円となった。

 

　　当社グループの事業の性質上、連結会計年度末に完成する工事の割合が大きく、売上高が連結会計年度末に集中す

ることから、業績は季節的変動が大きくなる傾向がある。

　

　　また、財政状態については次のとおりである。

①流動資産

前連結会計年度末の216,390百万円から37,541百万円（17.3％）減少し、178,849百万円となった。これは、主に

売上債権の回収に伴う受取手形及び売掛金の減少によるものである。

②固定資産

前連結会計年度末の163,731百万円からほぼ横ばいの163,277百万円となった。

③負債

前連結会計年度末の278,280百万円から38,535百万円（13.8％）減少し、239,745百万円となった。これは、主に

仕入債務の支払に伴う支払手形及び買掛金の減少によるものである。

④純資産

前連結会計年度末の101,968百万円からほぼ横ばいの102,465百万円となった。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、社債償還の

ための支出の減少及び売上債権の回収等があったものの、仕入債務の支払等により、前第２四半期連結会計期間末

からほぼ横ばいの47,160百万円となった。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において営業活動によって獲得した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ15,114

百万円減少し7,711百万円となった。これは、前第２四半期連結累計期間に比べ売上債権の回収額が増加したもの

の、仕入債務の支払額の増加がそれを上回ったこと等によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において投資活動によって使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ1,770

百万円減少し2,994百万円となった。これは、前第２四半期連結累計期間に比べ、定期預金への預入額が減少した

こと、投資有価証券の売却及び償還による収入があったこと等によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間において財務活動によって使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ8,232

百万円減少し14,315百万円となった。これは、前第２四半期連結累計期間に比べ長期借入れによる収入が減少し

たものの、社債の償還による支出が減少したこと等によるものである。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。
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(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は2,896百万円である。

なお、当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の状況の変更の内容は次のとおりである。 

平成23年４月１日より、当社グループ（当社及び連結子会社）では、開発製品の早期事業化と新製品・新技術の

創出を目的に、新しい開発体制に移行した。当社では、事業・製品開発本部の下に「技術研究所」とともに設置して

いた「開発プロジェクト部」を廃止し、新たに「開発企画室」を設置して、「技術研究所」が製品要素技術及び長

期的な研究開発を実施するとともに、「開発企画室」が当社の開発資源（開発人員、開発費）を一元管理する体制

のもと、開発戦略の最適化を図っていくこととしている。さらに、エンジニアリング本部、機械・インフラ本部及び

精密機械本部に、各本部長直属の「開発センター」を新設し、事業・製品開発本部や営業部門と連携を図りながら

製品開発ステージ以降の開発を中心に実施している。これらに当社の設計部門及び各関係会社の設計・開発部門が

連携して研究開発を実施している。

 

(5) 主要な設備　

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、拡充、改修等の計画について、当第２四半期連結累

計期間に著しい変更があったものは、次のとおりである。

　当社築港工場の精密機械テクニカルセンターの新設については、工程の変更により完了予定年月が平成24年３月

に変更となった。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性のある要因について重要な

変更はない。

 

(7) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

①キャッシュ・フロー

　当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローについては、上記「(2)キャッシュ・フローの状況」

に記載している。

②有利子負債

  当第２四半期連結会計期間末の有利子負債は前連結会計年度末の104,599百万円から、12,608百万円減少し、

91,991百万円となった。

 

(8) 戦略的現状と今後の方針　

　当社グループでは、平成23年度から３か年の中期経営計画「Hitz Vision」のもと、事業と経営管理のイノベー

ションの観点から、伸長分野の明確化、事業伸長力の強化、基礎的収益力向上のためのバランス経営の推進、業界ナ

ンバーワンの収益力実現のための事業戦略の推進、フラット・マトリックス経営体制の推進、財務体質のさらなる

強化、将来収益につながる新事業・新分野の開発、企業風土のさらなる改革と人材育成といった重点施策を鋭意推

進し、社会的存在感のある高収益企業への進化を遂げていく所存である。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 796,073,282 796,073,282

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数500株

計 796,073,282 796,073,282 － －

　（注）「提出日現在発行数」の欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれていない。

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項なし。　

　

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

　　

(4)【ライツプランの内容】

該当事項なし。　

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成23年７月１日～

平成23年９月30日
－ 796,073 － 45,442 － 5,946
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(6)【大株主の状況】

 平成23年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 45,773 5.75

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 32,443 4.08

シティバンクホンコンピービー

ジークライアントホンコン

（常任代理人　シティバンク

銀行株式会社）

45/F CITIBANK TOWER CITIBANK PLAZA, 3,

GARDEN ROAD, CENTRAL HONG KONG

（東京都品川区東品川２丁目３－14）

27,067 3.40

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 24,749 3.11

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 16,259 2.04

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 13,449 1.69

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 13,000 1.63

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 8,514 1.07

ハイアツト

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）　

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF

SAUDI ARABIA

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１）　

7,844 0.99

第一生命保険株式会社特別勘定年

金口

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町１丁目13－１

　

東京都中央区晴海１丁目８－12　

7,283 0.91

計 － 196,385 24.67　　　

（注）１．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀

行株式会社、三菱ＵＦＪ投信株式会社及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社を共同保有者とす

る、平成23年７月19日付変更報告書の写しの送付があり、平成23年７月11日現在でそれぞれ以下のとおり株式

を保有している旨の報告を受けているが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式の確

認ができないので、上記大株主の状況には含めていない。

氏名または名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 24,749,488 3.11

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 23,158,404 2.91

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 3,080,000 0.39

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証

券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目５－２ 23,156,518 2.85
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　　　２．野村證券株式会社及びその共同保有者であるNOMURA INTERNATIONAL PLC、野村アセットマネジメント株式会社か

ら平成23年９月６日付変更報告書の写しの送付があり、平成23年８月31日現在でそれぞれ以下のとおり株式を

保有している旨の報告を受けているが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式の確認

ができないので、上記大株主の状況には含めていない。

氏名または名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 2,572,619 0.32

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London, EC4R 3AB, UNITED

KINGDOM
42,215,672 5.18

野村アセットマネジメント株式会社 東京都中央区日本橋１丁目12－１ 68,766,500 8.64

　

(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　2,213,500 － 単元株式数500株

完全議決権株式（その他） 普通株式　790,756,500 1,581,513 同上

単元未満株式 普通株式　　3,103,282 － －

発行済株式総数 796,073,282 － －

総株主の議決権 － 1,581,513 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式37,500株が含まれている。また、「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数75個が含まれている。

 

②【自己株式等】

 平成23年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日立造船株式会社
大阪市住之江区南港北１

丁目７－89
2,213,500－ 2,213,500 0.28

計 － 2,213,500－ 2,213,500 0.28

　（注）　株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が3,000株（議決権の数６個）ある。なお、

当該株式数は上記「①　発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めている。　

　

２【役員の状況】

該当事項なし。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成

23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 57,692 49,248

受取手形及び売掛金 （注１）
 114,538

（注１）
 78,443

有価証券 34 35

商品及び製品 422 541

仕掛品 20,779 27,033

原材料及び貯蔵品 3,736 4,048

その他 19,913 20,359

貸倒引当金 △726 △861

流動資産合計 216,390 178,849

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 33,484 32,610

土地 71,269 71,304

その他（純額） 24,977 24,789

有形固定資産合計 129,731 128,704

無形固定資産

のれん 662 665

その他 1,760 1,785

無形固定資産合計 2,423 2,450

投資その他の資産

その他 33,255 33,518

貸倒引当金 △1,677 △1,394

投資その他の資産合計 31,577 32,123

固定資産合計 163,731 163,277

繰延資産 126 84

資産合計 380,248 342,211
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 73,966 48,447

短期借入金 32,738 32,927

1年内償還予定の社債 300 15,295

未払法人税等 2,065 930

前受金 21,950 18,608

役員賞与引当金 73 16

保証工事引当金 6,399 8,233

工事損失引当金 8,101 6,957

訴訟損失引当金 9,457 7,415

その他 38,438 43,594

流動負債合計 193,490 182,427

固定負債

社債 15,182 －

長期借入金 55,967 43,105

退職給付引当金 8,176 8,787

役員退職慰労引当金 698 749

負ののれん 80 －

資産除去債務 853 857

その他 3,829 3,817

固定負債合計 84,789 57,318

負債合計 278,280 239,745

純資産の部

株主資本

資本金 45,442 45,442

資本剰余金 5,973 5,973

利益剰余金 36,640 36,784

自己株式 △281 △283

株主資本合計 87,774 87,917

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △249 △275

繰延ヘッジ損益 224 5

土地再評価差額金 △105 △184

為替換算調整勘定 △512 △1

その他の包括利益累計額合計 △643 △455

新株予約権 0 0

少数株主持分 14,836 15,003

純資産合計 101,968 102,465

負債純資産合計 380,248 342,211
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

売上高 （注１）
 121,788

（注１）
 125,267

売上原価 101,010 102,323

売上総利益 20,777 22,943

販売費及び一般管理費 （注２）
 16,057

（注２）
 21,323

営業利益 4,719 1,620

営業外収益

受取利息 24 26

受取配当金 124 114

持分法による投資利益 2,128 1,442

その他 1,093 888

営業外収益合計 3,370 2,472

営業外費用

支払利息 758 772

為替差損 107 648

その他 606 1,080

営業外費用合計 1,472 2,502

経常利益 6,618 1,590

特別利益

訴訟損失引当金戻入益 － 538

特別利益合計 － 538

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 573 －

特別損失合計 573 －

税金等調整前四半期純利益 6,044 2,128

法人税等 495 332

少数株主損益調整前四半期純利益 5,549 1,795

少数株主利益又は少数株主損失（△） △50 164

四半期純利益 5,600 1,631
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,549 1,795

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △254 △20

繰延ヘッジ損益 178 △175

為替換算調整勘定 △39 519

持分法適用会社に対する持分相当額 △264 △98

その他の包括利益合計 △379 224

四半期包括利益 5,169 2,020

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,282 1,898

少数株主に係る四半期包括利益 △112 121
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 6,044 2,128

減価償却費 4,245 3,971

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 573 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 302 △147

退職給付引当金の増減額（△は減少） 321 585

工事損失引当金の増減額（△は減少） △900 △1,143

訴訟損失引当金の増減額(△は減少) △143 △2,041

受取利息及び受取配当金 △148 △141

支払利息 758 772

持分法による投資損益（△は益） △2,128 △1,442

投資有価証券評価損益（△は益） 49 277

売上債権の増減額（△は増加） 28,151 36,185

たな卸資産の増減額（△は増加） △4,443 △6,686

その他の流動資産の増減額（△は増加） △123 153

仕入債務の増減額（△は減少） △1,860 △25,520

未払費用の増減額（△は減少） △6,007 3,886

前受金の増減額（△は減少） 175 △3,341

その他の流動負債の増減額（△は減少） △890 4,104

その他 8 △1,712

小計 23,984 9,888

利息及び配当金の受取額 256 254

利息の支払額 △777 △784

法人税等の支払額 △637 △1,646

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,825 7,711

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △4,471 △1,445

定期預金の払戻による収入 3,800 1,307

有形固定資産の取得による支出 △3,696 △3,298

有形固定資産の売却による収入 17 35

無形固定資産の取得による支出 △221 △181

投資有価証券の取得による支出 △21 △440

投資有価証券の売却及び償還による収入 27 863

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △31

その他 △198 196

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,764 △2,994
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,320 △3,394

長期借入れによる収入 4,800 1

長期借入金の返済による支出 △8,522 △9,279

社債の償還による支出 △13,960 △150

配当金の支払額 △1,587 △1,587

その他 43 95

財務活動によるキャッシュ・フロー △22,547 △14,315

現金及び現金同等物に係る換算差額 △44 816

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,531 △8,781

現金及び現金同等物の期首残高 51,689 55,915

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 26

現金及び現金同等物の四半期末残高 （注）
 47,158

（注）
 47,160
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

(1) 連結の範囲の重要な変更　

　第１四半期連結会計期間より、株式を追加取得した日本サニタリー㈱及び新たに設立したHitachi Zosen India

Private Limitedについては、その重要性から、㈱オーナミＳＢＳ（旧社名：㈱セラ物流サービス）は、重要性が増加した

ことから、それぞれ連結の範囲に含めることにした。また、当第２四半期連結会計期間より、新たに設立したHitachi

Zosen Inova U.S.A. LLC、日立造船（楊凌）生物資源開発有限公司及び日立造船コンポジットマテリアル㈱、ならびに、

出資持分の取得に伴い支配を獲得したAsia Pacific Solutions Co., Ltd.については、その重要性からそれぞれ連結の

範囲に含めることにした。

　一方、前連結会計年度において連結子会社であった㈱ニツテク大阪、㈱ニツテク有明、㈱ニツテク広島及び㈱グリーンパ

ワーは、平成23年４月１日付でいずれも㈱ニチゾウテックに吸収合併されたため、それぞれ連結の範囲から除外してい

る。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

　前連結会計年度において持分法適用の関連会社であった日本サニタリー㈱は、第１四半期連結会計期間に持分法適用の

関連会社から連結子会社となった。　

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金

等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用している。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成23年９月30日）

１．受取手形裏書譲渡高 227百万円 １．受取手形裏書譲渡高 206百万円

２．保証債務

連結会社以外の会社の履行義務等に対し、債務保証を

行っている。

㈱ユーラスエナジー北野沢クリフ 27百万円

その他 32　〃　　

　計 59百万円　　

２．保証債務

連結会社以外の会社の借入金等に対し、債務保証を

行っている。

舟山普斯耐馳船舶機械有限公司  70百万円

その他  33　〃　　

　計 103百万円　　
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

１．当社グループの事業の性質上、連結会計年度末に完成

する工事の割合が大きく、売上高が連結会計年度末に

集中することから、売上高は季節的変動が大きくなる

傾向がある。

１．　　　　　　　　　　同左

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

販売費 2,043百万円

給料手当 7,043　〃

賃借料 596　〃

旅費交通費 833　〃

試験研究費 2,805　〃

販売費 2,362百万円

給料手当 10,029　〃

賃借料 897　〃

旅費交通費 1,087　〃

試験研究費 2,896　〃

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係（平成22年９月30

日現在）

現金及び預金勘定 51,963百万円　　

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,804　〃

現金及び現金同等物 47,158百万円　　

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係（平成23年９月30

日現在）

現金及び預金勘定 49,248百万円　　

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,087　〃

現金及び現金同等物 47,160百万円　　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

　配当金支払額

　　平成22年６月25日の定時株主総会において、次のとおり決議している。

　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　①　配当金の総額　　　　　　　 1,587百万円

　　　　②　１株当たり配当額　　　　　　　　　２円

　　　　③　基準日　　　　　　　　平成22年３月31日

　　　　④　効力発生日　　　　　　平成22年６月28日

　　　　⑤　配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金 

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）

　配当金支払額

　　平成23年６月23日の定時株主総会において、次のとおり決議している。

　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　①　配当金の総額　　　　　　　 1,587百万円

　　　　②　１株当たり配当額　　　　　　　　　２円

　　　　③　基準日　　　　　　　　平成23年３月31日

　　　　④　効力発生日　　　　　　平成23年６月24日

　　　　⑤　配当の原資　　　　　　　　　利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

　

報告セグメント　
調整額
（注）１　

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２　

環境 プラント 機械
プロセス
機器

インフラ 精密機械 その他 合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対す

る売上高
30,60314,36327,6869,92215,50819,2684,435121,788－ 121,788

セグメント間の

内部売上高また

は振替高

39 86 138 157 366 255 1,5842,628△2,628 －

計 30,64314,45027,82410,07915,87419,5246,020124,416△2,628121,788

セグメント利益

またはセグメン

ト損失（△）

△2,124△424 1,9312,354 990 1,696 295 4,720 △0 4,719

（注）１．セグメント利益またはセグメント損失の調整額△０百万円は、セグメント間取引消去に関わるも

のである。

　　　２．セグメント利益またはセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報　

　該当事項なし。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

　

報告セグメント　
調整額
（注）１　

四半期
連結損益
計算書
計上額
（注）２　

環境 プラント 機械
プロセス
機器

インフラ 精密機械 その他 合計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客に対す

る売上高
44,16615,91729,9554,38311,78614,1674,890125,267 - 125,267

セグメント間の

内部売上高また

は振替高

84 70 84 727 251 320 1,9813,519△3,519 -

計 44,25015,98730,0405,11112,03714,4876,871128,786△3,519125,267

セグメント利益

またはセグメン

ト損失（△）

△1,796 412 1,900△74△1,6272,230 542 1,587 33 1,620

（注）１．セグメント利益またはセグメント損失の調整額33百万円は、セグメント間取引消去に関わるもの

である。

　　　２．セグメント利益またはセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報　

　該当事項なし。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりである。

　
前第２四半期連結累計期間
（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

当第２四半期連結累計期間
（平成23年４月１日から
平成23年９月30日まで）

(1）１株当たり四半期純利益金額 7円5銭 2円5銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額（百万円） 5,600 1,631

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,600 1,631

普通株式の期中平均株式数（千株） 793,946 793,867

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5円92銭 1円90銭

（算定上の基礎）  　

四半期純利益調整額（百万円） 4 44

（うち支払利息（税額相当額控除後）

（百万円））
67 67

（うちその他(税額相当額控除後)(百万円)） △62 △22

普通株式増加数（千株） 152,577 87,616

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項なし。

　　

２【その他】

ごみ焼却炉建設工事の入札に関して独占禁止法違反があったとして、平成19年３月23日付で、公正取引委員会から課

徴金納付命令が出され、審判が行われていたところ、平成22年11月10日付で、当社に対し、4,901百万円の課徴金納付を

命じる審決があったが、当社は東京高等裁判所に審決取消請求訴訟を提起し、現在係属中である。 

　さらに、これに関連して、発注者からの損害賠償請求訴訟２件が係属中である。

　また、尼崎市発注の同工事の入札に係る住民訴訟については、当社を含む６社は連帯して530百万円を同市に支払う

よう命じる神戸地方裁判所の第一審判決に控訴したところ、同判決を取り消し住民の請求を棄却する旨の大阪高等

裁判所の控訴審判決があり、これに対して住民が上告を行ったところ、最高裁判所は、控訴審判決を取り消し、大阪高

等裁判所へ差戻す旨を決定したため、これによる差戻し控訴審においては、当社を含む６社が連帯して335百万円を

同市に支払うよう命じる大阪高等裁判所の判決があり、これに対して住民が上告していたが、最高裁判所は、平成23

年７月７日、上告審として受理しない旨を決定した。秩父広域市町村圏組合発注の同工事の入札に係る発注者からの

損害賠償請求訴訟については、東京地方裁判所からの和解勧告を受けて、当社が解決金744百万円を支払うことで平

成23年８月11日に和解した。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年11月11日

日立造船株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池　田　芳　則　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 黒　木　賢一郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小　幡　琢　哉　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立造船株式会社の

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立造船株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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